
（平成２１年５月２０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 17 件

国民年金関係 12 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 24 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 14 件

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

福岡国民年金 事案 1261 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年 10 月から同年 12 月までの期間及び

59 年 12 月の国民年金保険料については、納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58年 10月から同年 12月まで 

             ② 昭和 59年 12月 

             ③ 昭和 60年２月から 61年６月まで 

私は、夫に勧められて昭和 35年 10月ごろに国民年金への加入手続をし、

国民年金保険料は、３か月分をまとめて集金人に納付していた。 

昭和 61 年７月以降は銀行での口座振替であったので国民年金保険料の未

納はない。口座振替を勧めてくれたのは集金に来ていた女性であったし、

口座振替前は集金人に国民年金保険料を納付していた。口座振替開始直前

の期間が未納とされていることに納得がいかない。 

近所の人の話では、おさげの女性が集金していて、その人の着服が判明

し、未納の分の年金が支払われたケースがあったと聞いている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②については３か月及び１か月と短期間である上、社会保

険庁の特殊台帳により、当該期間前後の期間については現年度納付しているこ

とが確認できる。 

また、申立期間①については、申立人と同様に未納とされている申立人の

夫の特殊台帳では、いったんは国民年金保険料の納付の確認印が押されながら

二重線で訂正された上で未納とされているが、同特殊台帳には、申立期間①の

期間以外に同様の訂正がされながら納付とされており統一性を欠く記載がみら

れることから、申立人の記録管理についても申立人の夫と同様に適正に処理さ

れていない可能性が考えられる。 

さらに、申立期間②については、申立人が提出した昭和 60 年度市・県民税



  

納税義務者特別徴収税額表の社会保険料等欄に、昭和 59年１月から同年 12月

までの国民年金保険料額に見合う額が記載されていることが確認できることか

ら、申立期間②の期間については、申立人は国民年金保険料を納付していたと

考えるのが自然である。 

一方、申立期間③については、Ａ市では、昭和 49 年４月から集金人（国民

年金推進員）制度を廃止しており、59 年４月から国民年金保険料の納付方法

は３か月ごとの納付から毎月納付に変更されていることから、集金人に３か月

ごとに国民年金保険料を納付していたとする申立内容は不自然である上、Ａ市

の国民年金被保険者名簿、社会保険庁の特殊台帳及びオンライン記録のいずれ

も未納とされていることからも、連続する 17 か月の期間すべてにおいて社会

保険庁の記録管理が誤ることは考え難い。 

また、申立人は申立期間③当時の国民年金保険料納付状況に関する記憶は

曖昧
あいまい

であるとともに、申立人が申立期間③に係る国民年金保険料を納付した

ことを示す関連資料（家計簿、日記等）が無く、ほかに国民年金保険料を納付

していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 58 年 10 月から同年 12 月までの期間及び 59 年 12 月の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 



  

福岡国民年金 事案 1262 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年 10 月から同年 12 月までの期間及び

59 年 12 月の国民年金保険料については、納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58年 10月から同年 12月まで 

             ② 昭和 59年 12月 

             ③ 昭和 60年２月から 61年６月まで 

私は、昭和 35年 10月ごろに国民年金への加入手続をし、国民年金保険料

は、３か月分をまとめて集金人に納付していた。 

昭和 61 年７月以降は銀行での口座振替であったので国民年金保険料の未

納はない。口座振替を勧めてくれたのは集金に来ていた女性であったし、

口座振替前は集金人に国民年金保険料を納付していた。口座振替開始直前

の期間が未納とされていることに納得がいかない。 

近所の人の話では、おさげの女性が集金していて、その人の着服が判明

し、未納の分の年金が支払われたケースがあったと聞いている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②については３か月及び１か月と短期間である上、社会保

険庁の特殊台帳により、当該期間前後の期間については現年度納付しているこ

とが確認できる。 

また、申立期間①については、申立人の特殊台帳では、いったんは国民年

金保険料の納付の確認印が押されながら二重線で訂正された上で未納とされて

いるが、同特殊台帳には、申立期間①の期間以外に同様の訂正がされながら納

付とされており統一性を欠く記載がみられることから、申立人の記録管理につ

いて適正に処理されていない可能性が考えられる。 

さらに、申立期間②については、申立人が提出した申立人の妻の昭和 60 年

度市・県民税納税義務者特別徴収税額表の社会保険料等欄に、昭和 59 年１月



  

から同年 12 月までの国民年金保険料額に見合う額が記載されていることが確

認できることから、申立期間②の期間については、申立人の妻と同様に申立人

も国民年金保険料を納付していたと考えるのが自然である。 

一方、申立期間③については、Ａ市では、昭和 49 年４月から集金人（国民

年金推進員）制度を廃止しており、59 年４月から国民年金保険料の納付方法

は３か月ごとの納付から毎月納付に変更されていることから、集金人に３か月

ごとに国民年金保険料を納付していたとする申立内容は不自然である上、申立

人の妻のＡ市の国民年金被保険者名簿、並びに申立人の社会保険庁の特殊台帳

及びオンライン記録のいずれも未納とされていることからも、連続する 17 か

月の期間すべてにおいて社会保険庁の記録管理が誤ることは考え難い。 

また、申立人は申立期間③当時の国民年金保険料納付状況に関する記憶は

曖昧
あいまい

であるとともに、申立人が申立期間③に係る国民年金保険料を納付した

ことを示す関連資料（家計簿、日記等）が無く、ほかに国民年金保険料を納付

していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 58 年 10 月から同年 12 月までの期間及び 59 年 12 月の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 



  

福岡国民年金 事案 1263 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年４月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年４月から 48年３月まで 

 昭和 36 年４月ごろ、母親が私の国民年金の加入手続を行い、私が 47 年

４月に結婚するまでは、母親にお金を預けＡ町役場へ毎月、国民年金保険

料の納付に行ってもらっていた。 

結婚後、国民年金保険料の納付書が届かず支払う必要がないと思ってい

たが、昭和 48 年４月、現住所地にＡ町役場の職員が、私に国民年金保険料

の未納があると説明に来られたので、すぐ翌日にＡ町役場の国民年金の担

当窓口で納付書によらず現金のみで未納分（昭和 47 年４月から１年分）を

まとめて納付した。申立期間は申請免除の記録となっているが、免除申請

手続はしていない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48 年４月にＡ町役場の職員から国民年金保険料の未納があ

るとの説明を受け、その翌日に同町役場窓口で申立期間の国民年金保険料を納

付するとともに、その後の期間の国民年金保険料は怠りなく納付したと供述し

ているところ、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したとする時期は、

申立期間に係る国民年金保険料の現年度納付が可能な時期であること、及び社

会保険庁の申立人に係る納付記録において、申立人は、申立期間を除き、国民

年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付していることを考慮すると、申立

人の供述は基本的に信用できる。 

また、申立期間は 12 か月と比較的短期間であるとともに、Ａ町役場が保管

する申立人及びその母親に係る国民年金保険料納付台帳において、昭和 37 年

７月から 48 年３月までの期間は申請免除期間の記録となっているとともに、



  

社会保険事務所が保管する追納保険料収納通知書において、申立人の 37 年７

月から申立期間直前の 47年３月までの国民年金保険料は、同年６月 28日に追

納している記録となっているものの、Ａ町役場が保管する国民年金保険料納付

台帳において、申立人及びその母親に係る申請免除記録の当初の記録である昭

和 37 年度の備考欄において、それぞれ申立人及びその母親のものとは考え難

い記載があり、当該記載についてＡ町役場に照会した結果、「記載内容の意味

や記載理由は不明である。」と説明しているほか、申立人が結婚して改姓して

いるにもかかわらず、48 年度の納付記録には旧姓及び改姓後の納付記録が重

複して存在しており、旧姓での納付記録では申請免除期間、改姓後の納付記録

では納付済みの記録となっているなど、行政側の記録管理が適切に行われてい

なかったことが認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



  

福岡国民年金 事案 1264 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年４月から 43 年３月までの期間及び

同年７月の国民年金保険料については、納付していたものと認められることか

ら、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 38年 12月まで 

② 昭和 41年４月から 43年３月まで 

③ 昭和 43年７月 

結婚前は母親が国民年金保険料を納付していたはずであり、結婚後は結

婚するときに母親から国民年金保険料の納付を引き継いだ妻が私たち夫婦

二人分の保険料を納付していたので、妻が納付済みとされているのに私の

保険料が申立期間について未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、申立人の妻が所持する国民年金保険料領

収証書と似た書類を母親も所持していたのを見たことがあること、申立人が結

婚した時に、母親が申立人の妻に「今まで私が納付していたので、これからは

あなたが責任をもってやるように。」と言っていたのを聞いたこと等の記憶に

より、母親が申立人の国民年金保険料の納付を行っていたと主張しているが、

申立期間①について、申立人の母親が申立人の国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人は国民年金の

加入手続や国民年金保険料の納付に関与しておらず、申立人に係る国民年金の

加入手続や保険料の納付を行っていたとする申立人の母親は、既に他界してい

ることから、申立人に係る国民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不明で

あり、ほかに申立人の母親が当該期間の国民年金保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、社会保険事務所が保管する記録によれば、申立人とその妻の国民年

金手帳記号番号は昭和 43年３月 14日に夫婦連番で払い出されていることが確



  

認でき、申立期間は時効により納付できなかったものと考えられる上、婚姻時

に申立人の国民年金保険料の納付を申立人の母親から申立人の妻へ引き継いだ

にもかかわらず、このときに加入手続した理由について、申立人とその妻は分

からないとしており、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

一方、申立期間②及び③の期間については、申立人と結婚後、申立人の国

民年金保険料を一緒に納付していたとする申立人の妻は、当該期間を含め国民

年金加入期間について国民年金保険料をすべて納付している上、付加保険料も

納付していることが確認できる。 

また、申立人の妻は、当該期間に係る国民年金保険料現金領収証書を所持

しており、当該領収証書から申立人の厚生年金保険の被保険者資格喪失時と一

致する昭和 41 年４月までさかのぼって保険料を納付していることが確認でき

ることを踏まえると、申立人の母親から申立人の国民年金保険料の納付を依頼

された申立人の妻が、申立人の厚生年金保険の被保険者期間を認識し、年金制

度を通算する意思をもって納付するのに合わせて申立人の国民年金保険料を同

年４月までさかのぼって納付したとしても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

申立期間②及び③の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



  

福岡国民年金 事案 1265 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年１月から同年３月まで 

国民年金には、昭和 35年 10月に夫と一緒に加入した。夫婦二人分の保険

料を毎月、隣組長へ納付していた。毎月、決まった金額であったので申立

期間の３か月間を納付しないはずはない。これは自信を持って言える。経

済的に納付できない生活状況ではなかったので保険料を納付しないはずは

ない。私たち夫婦がそれぞれ 60 歳に達するまでの保険料納付は、すべて私

に任せられていたのに、夫は納付になっていて自分の分が未納になってい

るのは、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は国民年金加入期間について、申立期間を除き国民年金保険料をすべ 

 て納付しているとともに、申立人と一緒に納付したとする夫についても、申立 

期間を含む国民年金加入期間について、国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人は、夫婦二人分の保険料をまとめて納付したと主張している

ところ、納付日が確認できる申立期間前の期間は、夫婦同一日に納付している

ことが確認でき、基本的に夫婦一緒に納付していたものと考えられる。 

さらに、申立期間については、３か月と短期間であり、申立期間前後の期

間の国民年金保険料は納付となっている上、当該期間の前後を通じて申立人に

転居の事実は無く、生活状況に大きな変化は認められないことなどから、当該

期間の国民年金保険料を納付しない特別な事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



  

福岡国民年金 事案 1266 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和38年４月から39年10月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められるとともに、当該期間の国民年金保険料については、

還付されていないものと認められることから、還付についての記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年４月から 39年 10月まで 

申立期間の国民年金保険料は納付していたにもかかわらず、社会保険事務

所に確認したところ納付記録がなく、還付しているものと判断されるとの

回答であった。 

申立期間について、国民年金保険料を還付され、受領した記憶はないので

回答に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する国民年金手帳の検認記録により、申立期間の国民年金保

険料が納付されていることが確認できる。 

また、申立人については、昭和 36 年１月５日に国民年金手帳記号番号が払

い出され、その後、38 年４月１日に国民年金被保険者資格を喪失しているが、

これは申立人が同年４月１日から厚生年金保険に加入していることが判明した

ために行われた処理であることが推認される。しかしながら、申立期間に係る

国民年金保険料が申立人に還付されたことを記録する還付整理簿等の帳票類は

無い上、保険料還付等があった場合に作成し、長期保存されるはずの特殊台帳

も無く、申立人に係る還付手続が適切に行われていなかった可能性がうかがわ

れる。 

その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められるとともに、当該期間の国民年金保険料

について還付されていないものと認められる。 

 



  

福岡国民年金 事案 1267 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年３月から 46 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 43年３月から 46年２月まで 

 平成８年１月に国民年金の保険料が還付されているが、なぜ還付されたの

か理解できない。還付請求の記憶は無く、この還付により昭和 43 年３月か

ら 46 年２月までの期間が国民年金未加入期間になっていることに納得がで

きない。保険料を納付したのは間違いないので、未加入期間の還付記録を取

り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の申立人に係る特殊台帳の記録から、申立期間の国民年金保

険料が納付されていたことが確認できる。また、社会保険庁のオンライン記録

及び社会保険事務所が保管する還付整理簿により、平成７年 12月 28日に昭和

43 年３月から 46 年８月までの国民年金保険料が還付されていることが確認で

きる。 

しかしながら、申立人が厚生年金保険被保険者資格を取得したのは、昭和

46 年３月 10 日であり、申立期間については、申立人は他の被用者年金に加入

しておらず、事実と異なる資格喪失手続により還付処理が行われたものと考え

られる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



  

福岡国民年金 事案 1268 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 年４月から同年 12 月までの期間及び 53 年 10 月から 54 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年４月から同年 12月まで 

② 昭和 53年 10月から 54年３月まで 

私の父親は福祉関係の公務員であり、私たち子供について国民年金の加入

手続をしてくれた。 

両親と同居していた申立期間①における国民年金保険料の納付については、

記憶は全くないが、この期間の国民年金保険料は、同居していた姉の保険

料が納付済みとされていることから、私の保険料についても、やはり父親

が納付してくれていたはずである。 

申立期間②の期間については、結婚しており、夫が自分と私の国民年金保

険料を毎月一緒に納付していた。経済的に困っていた記憶もなく、納付し

ていたと思うので調査してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号が、昭和 39 年９月

以降に払い出されていることが確認でき、この時点では、申立期間については

過年度納付により国民年金保険料の納付が可能な期間である上、社会保険事務

所の記録から、申立期間直後の同年１月から同年３月までの国民年金保険料が、

実際に過年度納付されていることが確認できることから、その時点で同様に過

年度納付することが可能であった申立期間①についても、過年度納付したと考

えるのが自然である。 

また、社会保険事務所の記録から、申立期間当時、申立人と同居していた

申立人の姉については、ⅰ）国民年金手帳記号番号が、国民年金制度開始時に

払い出されていること、ⅱ）昭和 38 年 10 月から 39 年３月までの国民年金保



  

険料が過年度納付されていること、ⅲ）国民年金の加入期間に係る国民年金保

険料がすべて納付されていることが確認できる上、申立人の姉が、「国民年金

制度が開始された当初数年間は、自分を含む子供たちの国民年金に係る加入手

続及び保険料の納付は、すべて父親がしてくれていた。」と供述しており、申

立人の父親が、子供たちの国民年金保険料について高い納付意識を持っていた

ものと考えられることから、申立人の父親が、申立人の申立期間①に係る国民

年金保険料のみを未納のままにすることは考え難い。 

さらに、申立期間②については、前後の期間が納付済みである上、６か月

と比較的短期間であり、申立人は昭和 51 年８月に国民年金に任意加入してか

ら、60 歳到達前までの期間について、申立期間を除き、国民年金保険料をす

べて納付しているとともに、そのほとんどの期間について付加保険料も納付し

ていることから、申立人の国民年金保険料の納付意識は高かったものと推認さ

れ、申立期間②のみ国民年金保険料を納付しないのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



  

福岡国民年金 事案 1269 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年７月から 48 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年７月から 48年６月まで 

年金特別便が送られたので確認したところ、申立期間について国民年金

保険料が未納になっていた。社会保険事務所で事情を尋ねたところ、職員

から「国民年金被保険者資格が取り消されており、納付された保険料は還

付しております。国民年金被保険者資格の取消理由は分かりません。」と

言われた。 

私は、国民年金被保険者資格を取り消された理由も分からないが、国民

年金保険料の還付請求や還付金を受け取った記憶も無い。 

国民年金の記録回復をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、社会保険事務所が保管する国民年金手

帳記号番号払出簿の記録から、昭和 45 年７月ごろに払い出されていることが

確認できるとともに、申立人が所持する国民年金手帳、社会保険事務所が保管

する国民年金被保険者台帳及びＡ町（現在は、Ａ市）が保管する国民年金被保

険者名簿の記録から、申立人は、45 年７月１日に国民年金の被保険者資格を

取得し、申立期間の 45年７月から 48年６月までの国民年金保険料を納付して

いることが確認できる。 

また、上記の国民年金手帳、国民年金被保険者台帳及び国民年金被保険者

名簿には、それぞれ「取消」、「昭和 48 年取消」及び「資格取消昭和 41 年

10 月１日」との記載があり、その記録により、既に納付されていた申立期間

の国民年金保険料は、昭和 48年 12月５日（昭和 45年７月から 48年３月まで

の国民年金保険料）及び 49年 10月 25日（昭和 48年４月から同年６月までの



  

国民年金保険料）に還付されたことが確認できる。 

しかし、申立人が昭和 41 年 10 月１日にさかのぼって国民年金の被保険者

資格を取り消される合理的理由は見当たらず、社会保険事務所及びＡ市は、申

立人の資格取消しの理由は判明しないとしていることから、申立人に係る当該

「資格取消昭和 41年 10月１日」の記録は社会保険事務所の記載誤りによるも

のと考えざるを得ず、この誤った行政側の記録に基づいて申立期間の国民年金

保険料が還付されたものと考えられる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険

料を納付していたものと認められる。  

  

 

 



  

福岡国民年金 事案 1270 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年 10 月から 54 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 53年 10月から 54年３月まで 

② 昭和 59年４月から 60年３月まで 

昭和 39 年４月に結婚後、46 年４月にＡ市Ｂ町に住んでいた時、隣の奥様

から国民年金に加入した方が良いと言われて、国民年金に加入し、保険料

の納付を始めた。52 年４月にＣ社にパートとして入社し、60 年７月に正社

員となるまでの間、住居も会社も変わっていないため、申立期間に国民年

金保険料の納付を忘れていたということは無いと思う。わずかながらも

パート代もあり、保険料の納付ができない経済状態ではなかった。 

昭和 60 年８月にＡ市Ｄ町に転居したが、この時に結婚当初からつけてい

た家計簿、領収書等は処分した。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、６か月と比較的短期間であるとともに、国民年金

の任意加入期間であり、申立期間の前後の期間は、保険料を納付していること

から申立人の保険料を納付する意識は高かったものと考えられる。 

また、申立人は、昭和 52 年４月からＣ社にパート従業員として勤務し、60

年７月に正社員として厚生年金保険に加入するまでの間、仕事や住所の変更は

なく、生活状況に大きな変化は認められないことから、申立期間①の国民年金

保険料が未納とされているのは不自然である。 

一方、申立期間②については、社会保険庁の記録により申立期間直後の昭

和 60 年４月から同年６月までは、国民年金保険料の申請免除期間（平成６年

に追納済み）とされていることが確認でき、申立内容と相違している。 

また、社会保険庁の記録により、申立人の夫についても、昭和 60 年２月及



  

び同年３月は国民年金保険料の未納期間とされていること、及び 60 年４月か

ら同年６月までの期間は申立人と同様に申請免除期間とされていることが確認

できる。 

さらに、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②の国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 53 年 10 月から 54 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 

 



  

福岡国民年金 事案 1271 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43年９月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年９月から 44年３月まで 

夫はＡ社の社員で、私は、給料支給時には各種の支出について、各支出

費目別に支払いができるように計画を作って生活設計していた。それなの

に国民年金保険料の未納の期間があるとの記録を見て落胆した。    

当時は、国民年金保険料の集金人は請負で毎月来たり、隔月来たりまち

まちだった。私は、国民年金保険料はすべて納付したものと思っていたが、

60 歳になり、年金受給の時期になって保険料の未納の期間があるとの連絡

を受けたので、やむを得ず社会保険事務所に行って、国民年金に任意加入

し、保険料を納付した。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金制度の発足した昭和 36 年４月から国民年金に加入し、

国民年金加入期間については、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付

しているとともに、申立期間は７か月と比較的短期間であり、40 年３月から

61 年４月に国民年金第３号被保険者となるまでの間は、国民年金に任意加入

していることから、申立人の国民年金保険料に係る納付意識は高かったものと

考えられる。 

また、申立人が所持している３冊の国民年金手帳及び国民年金保険料の領

収証書から、保険料の納付が確認できるほとんどの期間について現年度納付さ

れていることが確認でき、申立人は、申立期間の前後を通じて、住所や申立人

の夫の仕事に変更はなく、生活状況に大きな変化は認められないことから、申

立期間の国民年金保険料のみを納付しなかったとは考えにくい。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



  

福岡国民年金 事案 1272 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年２月及び同年３月 

Ａ市に住んでいる時に、国民年金の広報を見て、同じアパートに住んでい

た友人二人と話をして、Ａ市役所に国民年金加入の手続に行った。その時

に、申立期間の国民年金保険料を納付し、その後の保険料は、送ってきた

納付書を使って郵便局で納付した。 

60 歳前に年金相談をした時は最初の２か月が未納になっていることの説

明はなかった。申立期間については、納付記録が漏れていると思われるの

で、記録の訂正を求める。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録から、申立人は、昭和 49 年２月 19 日に国民年金の

任意加入手続を行ったことが確認でき、この時点で、国民年金保険料納付の意

思を持っていたものと考えられる。 

また、申立人が一緒に加入手続を行ったとする友人の一人が、「昭和 49 年

２月 19 日に国民年金に任意で加入し、その際、最初の２か月の国民年金保険

料を納付し、領収書を受け取った。」と、申立人と同様の供述をしており、申

立人の供述に不自然な点は見当たらない。 

さらに、申立期間は２か月と短期間であり、申立人の国民年金加入期間に

おいて、申立期間を除き、国民年金保険料はすべて納付済みとされている。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 936 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録

を昭和 28 年 12 月１日に、Ｂ社Ｃ支店における資格喪失日に係る記録を 44 年

４月１日に訂正し、申立期間のうち 28年 11月の標準報酬月額を 6,000円、44

年１月から３月までの標準報酬月額を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、申立期間①については明らかでないと認められ、

申立期間②については履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28年 11月１日から同年 12月１日まで 

              （Ａ社） 

      ② 昭和 44年１月１日から同年４月１日まで 

              （Ｂ社Ｃ支店） 

昭和 25 年４月にＢ社（所在地は、Ｄ県）に入社し、26 年３月にＡ社（所

在地は、Ｅ県）へ出向したが、28 年 10 月ごろにＢ社がＡ社を吸収合併し、

同社がＢ社Ｃ支店となった時期の申立期間①に係る厚生年金保険の被保険者

記録が確認できない。 

また、昭和 44 年１月にＢ社が 100 パーセント出資してＦ社が設立され、

私は課長として出向したが、この時期の申立期間②に係る厚生年金保険の被

保険者記録も確認できない。 

申立期間②については給与明細書を提出するので、両申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険被保険者記録及び同僚の供述から、申立人

がＢ社及び同社の関連会社に継続して勤務し（昭和 28 年 12 月１日にＡ社

から同社がＢ社に吸収合併されて設立された同社Ｃ支店に異動）、申立期



  

間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係る昭和 28 年 10

月のＡ社における社会保険事務所の記録から、6,000 円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が申立人の申立期間①に係る保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、事業主は不明としており、ほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に

対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間②について、雇用保険被保険者記録及び申立人が保管していた給

与支給明細書により、申立人がＢ社及び同社の関連会社に継続して勤務し

（昭和 44 年４月１日にＢ社Ｃ支店からＦ社に異動）、申立期間②に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、Ｂ社Ｃ支店が提出した健

康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書の記載額、当該各月分の

給与明細書に記載されている控除保険料額から導かれる額及び各月の報酬

月額から導かれる額のいずれにおいても６万円であることから、６万円と

することが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間②に係る保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、事業主は納付したとしているが、Ｂ社Ｃ支店が提

出した健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書において、申立

人の資格喪失日が昭和 44 年１月１日であることが確認できることから、事

業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年１月から同年３月までの保険料についての納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 937 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 38 年 12 月 26 日に、資格喪失日に係る記録

を 39 年 10 月１日に訂正し、38 年 12 月及び 39 年６月から同年９月までの標

準報酬月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る両申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年 12月 26日から 39年１月１日まで 

             ② 昭和 39年６月１日から同年 10月１日まで 

昭和 38年９月にＡ社に入社し、43年３月 31日に退職するまで同社に継

続して勤務しており、途中入退社を２回も繰り返すことは有り得ないし、

39年５月には転勤異動もなかった。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が提出した年金加入証明書及び同社が保管する健康保険台帳、雇用保

険被保険者記録、同社人事担当者及び申立人が名前を挙げた同僚の供述などか

ら、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 38 年 12 月 26 日にＡ社本社から同

社Ｃ営業所に異動後、39 年 10 月１日に同営業所から同社Ｄ営業所に異動）、

両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、昭和 38 年 12 月及び 39 年６月から同年９月までの標準報酬月額につ

いては、それぞれ、同年１月及び同年５月の申立人のＡ社Ｃ営業所に係る社会

保険事務所の記録から、１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は当時の資料が無く確認できないことから不明である



  

としているが、被保険者資格の取得届及び喪失届の提出のいずれの機会におい

ても社会保険事務所が記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主は昭和

39 年１月１日を資格取得日、同年６月１日を資格喪失日として届け、その結

果、社会保険事務所は申立人に係る 38 年 12 月及び 39 年６月から同年９月ま

での保険料の納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 938 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（Ｂ社の関連会社で、Ｂ社はＣ

社と合併）Ｄ工場における資格喪失日に係る記録及びＣ社（現在は、Ｅ社）Ｆ

所における資格取得日に係る記録を昭和 45年２月 10日に訂正し、申立期間の

標準報酬月額を３万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年１月 25日から同年２月 25日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間に

ついて厚生年金保険被保険者に加入した事実が無い旨の回答をもらった。

Ｃ社には一度も退職することなく継続して勤務しており、出向先のＡ社Ｄ

工場から復職したときの手続に誤りがあったと思われるので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｅ社が提出した申立人に係る「入社後履歴」及び事業所照会回答書、申立

人が名前を挙げた同僚の供述などから判断すると、申立人がＣ社及び同社の関

連会社に継続して勤務し（昭和 45年２月 10日に出向先であるＡ社Ｄ工場から

出向元であるＣ社Ｆ所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る昭和 44 年 12 月

のＡ社に係る社会保険事務所の記録から、３万 3,000円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としているが、厚生年金保険における資格得喪日に係る記

録が雇用保険における記録と符合し、公共職業安定所及び社会保険事務所の双

方が誤って記録したとは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録ど

おりに届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る昭和 45 年１月の保険

料の納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



  

福岡厚生年金 事案 939 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日は、昭和35年４月１日、

資格喪失日は、36年10月13日であると認められることから、申立期間に係る厚

生年金保険被保険者の資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正することが

必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、9,000円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年４月１日から 36年 10月 13日まで 

社会保険事務所に亡夫の年金記録を確認したところ、私と結婚した昭和

35年10月ごろには既にＡ社に勤めていたにもかかわらず、亡夫の同社に係

る厚生年金保険の加入記録は37年３月からである旨の回答であった。 

社会保険事務所で調べてもらったところ、亡夫と同姓で生年月日が同一

の人物には、申立期間において当該事業所に係る厚生年金保険の加入記録

があるということだが、私は、亡夫の記録が誤って管理されていたのでは

ないかと思うので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間である

ことを認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻は自身と結婚する以前から、申立人は申立事業所に勤務してい

たと記憶しているところ、改製原戸籍により、申立人夫婦の婚姻届は昭和36年

３月24日に届け出られていることが確認できること、及び同僚の供述から判断

すると、申立人が申立期間において当該事業所に勤務していたことが推認でき

る。 

一方、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿により、申立人と生年月日及び苗字が同一の者（以下、仮に「Ｃ氏」とい



  

う。）について、資格取得日が昭和35年４月１日、資格喪失日が36年10月13日

である記録が確認できるところ、社会保険庁のオンライン記録によれば、Ｃ氏

の年金記録として確認できるのは同社における記録のみであることが確認でき

る。 

また、当該被保険者名簿により、申立期間の前後の期間に厚生年金保険の

加入記録が確認できる同僚に照会したところ、申立事業所に勤務した記憶のあ

る期間と当該加入期間とはおおむね一致している旨の回答が得られるとともに、

Ｃ氏の記録は、65歳に到達しているにもかかわらず、基礎年金番号に統合され

ていないことから、同記録は、申立人に係るものであると認められる。 

なお、当該被保険者名簿により、申立人は昭和37年３月１日に申立事業所

において厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できるが、同

年３月及び同年４月に当該事業所で同資格を取得している者の中には、いった

ん当該事業所で同資格を喪失した後、数か月の期間を経て、再度、同資格を取

得している者が確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和35年４月１日に被保険者資格

を取得した旨の届出及び36年10月13日に被保険者資格を喪失した旨の届出を事

業主が社会保険事務所に行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険

者名簿の記録から、9,000円とすることが妥当である。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 940 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成９年９月 29 日から同年 10 月 29 日までの

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同年 10月 29日に訂正し、

当該期間の標準報酬月額を 15万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年９月 29日から同年 11月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

していた申立期間に係る被保険者記録が無いとの回答があった。 

当時の給料支払明細書では、平成９年９月分及び同年 10 月分の厚生年金

保険料が控除されていることが確認できる。当時の事業主に問い合わせた

ところ、当該期間の保険料相当額は返還してもらったが、控除されていた

ことは事実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の雇用保険被保険者記録により、申立人は、Ａ社において、申立期

間のうち、平成９年９月 29 日から同年 10 月 28 日に同社を離職（厚生年金

保険被保険者資格の喪失日は離職日の翌日）するまで継続して勤務してい

ることが認められる上、申立人が提出した給料支払明細書及び同社が提出

した賃金台帳により、申立人は、申立期間のうち、同年９月の厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成９

年８月の社会保険事務所の記録、申立人が提出した給料支払明細書及び同

社が提出した賃金台帳に記載されている厚生年金保険料控除額から、15 万

円とすることが妥当である。 



  

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ社は納付していないとしており、同社が提出した健康保険厚生年

金保険被保険者資格喪失確認通知書により、申立人の資格喪失日は平成９

年９月 29 日であることが確認できることから、社会保険事務所の記録どお

りの届出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る同年９月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所

が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した

場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立

期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間のうち、平成９年 10 月 29 日から同年 11 月１日までの厚生年金

保険料については、申立人が提出した給料支払明細書及びＡ社が提出した

賃金台帳により、事業主により給与から控除されていることが確認できる。 

しかしながら、申立人の当該事業所における雇用保険被保険者資格喪失日

は平成９年 10 月 28 日となっていることが確認できる上、当該給料支払明

細書及び賃金台帳では、同年 10 月 21 日から同年 11 月 20 日までの労働日

数は６日となっていること、及び同年 10 月 21 日から同年 10 月 28 日まで

の土日を除く日数は６日であることから判断すると、申立人は同年 10 月 28

日に離職したものと考えられ、申立人が同年 10 月 29 日から同年 11 月１日

までの期間について厚生年金保険被保険者であることを認めることはでき

ない。 

なお、厚生年金保険の被保険者については、厚生年金保険法（昭和 29 年

５月 19 日法律第 115 号）第９条の規定により、適用事業所に使用される 70

歳未満の者とされており、被保険者期間については、同法第 19 条の規定に

より、被保険者期間を計算する場合、月によるものとし、被保険者の資格

を取得した月からその資格を喪失した月の前月までをこれに算入するとさ

れている。 

 



  

福岡国民年金 事案 1273 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年 11 月から 47 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年 11月から 44年９月まで 

             ② 昭和 44年 10月から 47年３月まで 

昭和 39年 11月ごろに国民年金の加入案内が郵送されてきたので、私は、

県外のＡ市役所で加入手続をした。 

前夫が公共料金を払っていたので、国民年金の保険料も一緒に払っていた

と思うし、昭和 44年 10月からは私が郵便局で払っていた。          

何回か、まとめて保険料を払った記憶が有るが、納付した時期は憶
おぼ

えて

いない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人及

びその前夫の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年 12 月 25 日に連番で払い出

されていることが確認でき、その時点において、申立期間①及び②の国民年金

保険料は時効により納付することができない期間であり、別の国民年金手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、当該記号番号の払出時期は第２回特例納付の実施期間であり、社会

保険事務所が保管する特殊台帳及びＢ市が保管する国民年金被保険者名簿によ

り、申立人の申立期間②直後の昭和 47年４月から 48年３月までの期間の国民

年金保険料を 50年 12月に特例納付したことが確認できる。しかしながら、当

該被保険者名簿により、申立人は昭和 48 年度の保険料を 51 年３月に、49 年

度の保険料を 52 年３月にそれぞれ過年度納付し、50 年度からは現年度納付を

行っていること、及び申立人の前夫は 50 年度から現年度納付しているが、申

立期間②は未納期間であることが確認できる上、Ｂ市を管轄する社会保険事務

所では、当該特例納付の実施期間においては、納付者の希望により、特例納付



  

対象の未納期間の後の期間だけの特例納付を認めていたと回答していることを

考慮すると、申立人が申立期間②の国民年金保険料を特例納付しなかったと考

えても不自然ではない。 

さらに、申立期間①については、申立人が所持する国民年金手帳及び当該

被保険者名簿により、申立人の国民年金被保険者資格取得日は昭和 44年 10月

１日であること、及び社会保険庁の記録により、申立人の前夫は 34 年３月か

ら 44 年９月までの期間に厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる

ことから、申立期間①は、国民年金の任意加入の未加入期間であり特例納付の

方法によって国民年金保険料を納付することができない期間である。 

加えて、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料をそれぞれ納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人は申立期

間①及び②の国民年金保険料を納付したと供述するのみで、国民年金保険料を

一括納付したとする期間、納付に必要な金額、納付場所、納付方法等について

の記憶は明確でなく、ほかに申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1274 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57年４月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 57年４月から 61年３月まで 

昭和 45 年１月７日に国民年金に任意加入により再加入し、その後は、家

計簿に記載しているように、毎月 22 日に支給される給料を農業協同組合預

金口座に預金した上で、国民年金保険料を口座振替で納付していた。 

昭和 57 年４月から 58 年３月までの期間は国民年金保険料月額に付加保

険料の月額を加えた金額に対して 6,000 円を預金した。58 年４月から 59 年

３月までの期間は保険料月額に付加保険料の月額を加えた金額に対して

7,000 円を、また、59 年４月からは保険料月額に付加保険料の月額を加え

た金額に対して 7,000円を預金している。 

なお、昭和 57 年４月及び 59 年４月から 61 年３月までの期間は家計簿に

記入がないので、預金残高から振替えたものと思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が所持する年金手帳、Ａ市が保管する国民年金被保険者名簿及び社会

保険庁のオンライン記録では、申立人の国民年金任意加入資格は昭和 57 年４

月１日に喪失しており、申立人が国民年金の被保険者資格を再取得したのは

61 年４月であることが確認できることから、申立期間は国民年金の未加入期

間であり、国民年金保険料を納付できなかったものと考えられる。 

また、Ｂ農業協同組合Ｃ支店への調査の結果によると、同店の申立人の口

座は昭和 57 年５月に開設されており、同年４月から口座振替をしたとする申

立内容には不自然な点がある上、当該口座の預金履歴が確認できる 59 年４月

以降の記録では、61 年４月まで毎月 7,000 円を預金しているものの、口座振

替により国民年金保険料を納付した記録は無いこと、及び申立人が毎月納付し

たとする金額の年間合計額に近い額を各年度末にまとめて引き出していること



  

が確認できる。 

さらに、申立人が提出した家計簿に「年金」として昭和 57 年５月から 58

年２月までの期間は 6,000 円の金額を、また同年３月から 59 年３月までの期

間は 7,000円の金額を支出していると記載されていることは確認できるが、上

述のとおり、これらの記載は同年４月以降のＢ農業協同組合における申立人の

預金履歴から、口座振替により申立期間の国民年金保険料を納付したことを裏

付けるものとは考え難い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1275 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37年５月から 39年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37年５月から 39年５月まで 

社会保険事務所の記録では、昭和 37年５月から 39年５月までの国民年金

保険料が未納とされている。当時住み込みで働いていた店の店主の妻が、

20 歳になったということで国民年金の加入手続をしてくれた。一人前とな

り、店を出るまでの間、国民年金保険料を納付してくれていたはずなので、

この期間について保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、店主の妻が申立期間に係る申立人の国民年金保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人

自身は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、申立期間当

時、加入手続及び保険料の納付を行っていたとする申立人の店主の妻は既に死

亡していることから、国民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不明である。 

また、社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿から、申立

人の国民年金手帳記号番号は昭和 48年１月 24日以降に払い出されていること

が確認でき、この時点では、申立期間は既に時効により国民年金保険料を納付

することができない期間であるとともに、特例納付により当該期間の国民年金

保険料をさかのぼって納付していたことをうかがわせる事情も見当たらず、申

立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

さらに、申立期間当時、申立人と同様に住み込みで働いていた同僚につい

ても、社会保険庁の記録では、申立期間中の国民年金保険料は未納となってお

り、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 



  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1276 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 38年３月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年３月から 41年３月まで 

私は、20 歳の誕生日の前に青年団の先輩達と一緒にＡ町役場に行って国

民年金への加入手続をした。その後、Ａ町Ｂ区の「Ｃ納税組合」を通して

父親が国民年金保険料を納付してくれていた。結婚してからは、妻が私の

分の国民年金保険料も一緒に納付してくれていた。父は既に死亡している

が、申立期間中は、家庭の税務関係をすべて管理していたので、私の保険

料も納税組合を通して納めてくれていたものと思われるので、申立期間が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、同居していた父親が申立人の国民年金保険料を

納付していたはずであると主張しているが、父親が申立人に係る国民年金保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申

立人は国民年金保険料の納付に関与しておらず、父親も既に死亡していること

から、国民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不明である。 

また、申立人の妻は、申立期間当時の国民年金保険料の納付について、結

婚後は自身と申立人との国民年金保険料の納付方法は一緒であったと供述して

いるものの、結婚前の期間については、申立人の父親から保険料納付に関する

引継ぎ等を言われた記憶はないとしている。 

さらに、Ａ町を管轄する社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿及

び国民年金被保険者台帳によれば、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和

41 年５月にＡ町において払い出されたことが確認でき、この時点では、申立

期間の一部は時効により国民年金保険料を納付できない期間であり、申立人に

別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当



  

たらない。 

加えて、申立人が 20 歳の国民年金加入手続時にＡ町役場にいたと記憶する

職員の在籍期間は、Ａ町が保管する人事記録によると、昭和 39 年４月からで

あることが確認でき、申立人が 20 歳の時にＡ町役場に当該職員が在籍してい

たとの主張とは相違しており、加入手続の時期を誤認している可能性がうかが

われる。一方、申立人に係る国民年金手帳が発行されたと推認される 41 年５

月時点では当該職員はＡ町役場に在籍していることから、申立人の記憶とも符

合し、この時点で初めて国民年金の加入手続をしたものと考えるのが自然であ

る。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1277 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年８月から 52 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年８月から 52年７月まで 

申立期間の国民年金保険料納付記録を照会したところ、保険料納付の記録

は確認できなかったとの回答をもらった。 

申立期間の国民年金保険料については、昭和 51年 10月にＡ市役所で国民

年金の加入手続を行い、同年８月分までさかのぼり 10 月分までの期間の国

民年金保険料を一括納付した。その後の保険料は納付書に現金を添えて納

付したので回答に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 51 年 10 月に、Ａ市役所から厚生年金保険被保険者資格を

喪失した同年８月までさかのぼり国民年金保険料の納付督促を受け、同市役所

で国民年金に加入し、申立期間のうち同年８月から同年 10 月までの国民年金

保険料を納付し、その後も納付書により申立期間のうち同年 11月から 52年７

月までの保険料を納付したと主張しているが、社会保険庁及びＡ市の記録では、

申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらず、申立期間当

時、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

また、申立期間は、社会保険庁の記録では国民年金に未加入とされている

期間であるが、申立人には、申立期間以外にも厚生年金保険被保険者資格喪失

後の国民年金未加入期間が複数回存在する。 

さらに、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人が国民年金に加入し保

険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。  

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。  



  

福岡国民年金 事案 1278 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年 12 月から 45 年５月までの期間、48 年２月及び同年３月

並びに同年７月から 51年 12月までの期間の国民年金保険料については、還付

されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42年 12月から 45年５月まで 

         ② 昭和 48年２月及び同年３月 

         ③ 昭和 48年７月から 51年 12月まで 

申立期間の国民年金保険料は昭和 52年３月 15日に還付されているとの回

答をもらった。国民年金保険料を還付され、受領した記憶は一度も無いの

で回答に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管する国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）に

国民年金保険料を還付したことを示す「還付 42.12～45.５、48.２～48.３、

48.７～51.12 まで 52.３.15」と還付金額の記載が確認できる上、Ａ市が保

管する国民年金被保険者名簿兼検認票に同旨の記載があり、当該記載内容に不

合理な点は無く、ほかに申立人に対する保険料の還付を疑わせる事情も見当た

らない。 

また、申立人は、申立期間について、当初、申立人が所持する納付書・領

収証書に記載された昭和 43年４月から 45年３月までとしていたものが、一度

も国民年金保険料の還付を受けた記憶がないとして、国民年金被保険者台帳に、

還付記録がある全期間にするなど、申立内容の変遷が見受けられる。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないものと認めるこ

とはできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1279 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年１月から 58 年３月までの期間、60 年４月から 61 年９月

までの期間及び 62年５月から同年 12月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 57年１月から 58年３月まで 

         ② 昭和 60年４月から 61年９月まで 

                  ③ 昭和 62年５月から同年 12月まで 

申立期間の国民年金保険料は、私が妻の保険料と一緒に納付していた。妻

の国民年金保険料が全納になっているのに、私の保険料が未納になること

はあり得ない。私は妻の分と一緒に、ほぼ毎月、国民年金保険料を納付し

ており、遅れても１、２か月程度だった。申立期間の国民年金保険料は納

付しているはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の妻の国民年金保険料と併せて申立期間の保険料を納付

していたと申し立てているところ、Ａ市Ｂ区役所が保管する国民年金被保険者

名簿によれば、申立期間③後については、申立人とその妻の国民年金保険料の

納付状況は、ほぼ同一であることが確認できるものの、その妻は、申立期間①、

②及び③を含む昭和 57 年１月から 62 年 12 月までの期間において、国民年金

保険料を過年度納付している 57年１月から同年３月までの期間及び 59年１月

から同年３月までの期間を除き、いずれも現年度納付している。一方、申立人

は、申立期間①と②の間である 58年４月から 60年３月までの期間について国

民年金保険料の申請免除の承認を受け、平成４年７月から５年７月にかけて当

該申請免除期間に係る国民年金保険料を追納していること、並びに申立期間②

直後の昭和 61年 10月から 62年３月までの期間及び申立期間③直後の 63年１

月から３月までの期間の国民年金保険料を過年度納付していること等が確認で

き、申立期間①、②及び③の国民年金保険料について、その妻の保険料と一緒



  

に納付していたとする申立内容と相違している。 

また、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の国民年

金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1280 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年３月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間  ：  昭和 49年３月から 52年３月まで   

私は、国民年金には国民健康保険と同時に加入した。国民年金保険料は妻

が支払っていたが、今まで保険料不払いで督促状を受け取った経験はない。

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録から、申立人は、昭和 53 年１月に国民年金手

帳記号番号の払出しを受けているものと推認され、この時点では、申立期間の

うち 49年３月から 50年９月までの国民年金保険料は時効により納付すること

はできなかったものと考えられ、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人及びその妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人の国民年金保険料

を納付していたとする妻も申立人と同様に申立期間の保険料が未納とされてお

り、申立人及びその妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうか

がわせる事情も見出せない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1281 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年３月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ：  女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 49年３月から 52年３月まで   

昭和 49 年３月に夫が会社を辞めて、同年４月にＡ社を設立したことから、

Ｂ市Ｃ区役所Ｄ出張所において、私と夫の国民年金と国民健康保険の加入

手続を同時に行った。 

申立期間の国民年金保険料は、私が夫の分の保険料と一緒に自宅に集金に

来ていた集金人に払い、領収書を受け取っていた。 

国民年金手帳は、昭和 52 年 11 月 20 日に同区役所Ｄ出張所で受け取った

が、その時、同出張所の職員から年金手帳に加入日が記入されているので、

申立期間の領収書は要らないと言われたことから、その担当者に領収書を

渡してしまった。申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ市Ｃ区役所が保管する国民年金被保険者名簿及び申立人が所持する年金

手帳によれば、申立人は、昭和 52年 11月に国民年金に任意加入被保険者とし

て加入し、国民年金手帳記号番号の払出しを受けたことが確認でき、当該時期

よりさかのぼって国民年金被保険者資格を取得することはできないことから、

その時点では、申立期間は未加入期間であり、申立人は、申立期間に係る国民

年金保険料を納付することはできなかったものと考えられ、申立人に別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、上記名簿によれば、申立人は、申立人の夫が厚生年金保険の被保険

者資格を喪失した後の昭和 53 年１月に、49 年３月にさかのぼって強制加入被

保険者であったとして資格種別の変更がなされていることが確認でき、資格種

別の変更がなされた時点では、申立期間のうち同年３月から 50 年９月までの



  

国民年金保険料は時効により納付することはできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1282 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45年２月から 48年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年２月から 48年２月まで 

昭和 43 年 11 月に結婚して、44 年８月に長男が誕生した。結婚後２回目

の私の誕生日の時に、夫が誕生日の祝いにと国民年金に加入して１年分位

の国民年金保険料を納めてくれた。子供も生まれ、私の将来のことを考え

て国民年金に加入してきたと言われた。夫がＡ市役所のＢ支所に行って手

続をした時に受け取った国民年金手帳を渡された。申立期間については、

夫が納付してくれたので、国民年金保険料が未納ということはないと思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 48 年３月１日に社会保険事務所で

払い出されていることが確認でき、申立人の夫が厚生年金保険の被保険者であ

り、申立人は任意加入被保険者であることから、さかのぼって国民年金保険料

を納付することはできなかったものと考えられるとともに、このほかに申立人

に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見

当たらない。 

 また、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無い上、申立人が所持する昭和 48 年３月１日発行の国民年

金手帳の国民年金印紙検認記録欄には、47 年４月から 48 年２月までの期間に

ついては納付不要の表示がされており、申立期間について継続して国民年金保

険料を納付していたものとは考え難く、ほかに申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 941 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年４月１日から 39年 12月 30日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社（後に、

Ｂ社に改称）に勤務していた申立期間に係る被保険者記録が無いとの回答

があった。 

 当時の上司や同僚の名前も記憶しており、勤務していたことは事実であ

るので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、当時の事業主及び同僚の名前並びに会社の実態について具体的

に記憶していることから、申立人が申立事業所に勤務していたことがうかがえ

るものの、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、保険

料控除の有無に係る申立人の記憶も明確ではない。 

また、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿及び社会保険庁のオンライン記録によれば、Ａ社として厚生年金保険

の新規適用となったのは昭和 30 年４月１日であり、34 年 11 月１日にＢ社へ

組織変更の届出が行われている。 

しかしながら、当該健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人の厚

生年金保険被保険者記録は確認できない。一方、同名簿において申立期間にお

ける健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落したもの

とは考え難い。 

さらに、社会保険事務所の記録によれば、申立事業所は平成４年４月１日

に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、申立人が申立期間当

時の事業主として名前を挙げた者には、厚生年金保険被保険者としての記録が



  

存在するものの、法務局が保管する法人登記の役員欄には当該名前は見当たら

ず、また、連絡先不明であり供述を得ることができないことから、当時の人事

記録等による勤務実態及び事業主による厚生年金保険料控除の事実について確

認することができない。 

加えて、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿では、申立人が当該事業所に勤務していたとして名前を挙げた同僚

６人の厚生年金保険被保険者記録を確認することができない一方、当該事業所

において申立期間に申立人とは別の場所で勤務していた同僚は、「申立人及び

申立人が名前を挙げた同僚６人に係る記憶は無い。」に加え、「私の入社日と

厚生年金保険の被保険者資格取得日には相違は無い。」と供述していることか

ら、当時、当該事業所では、社員に厚生年金保険被保険者資格を一律に取得さ

せていなかった事情がうかがえる。 

なお、申立人は、申立期間当時、事業所から交付を受けた健康保険証によ

り地元の医療機関で受診したと主張していることから、加盟の可能性が否定で

きない同種同業で組織され、組合方式で運営されていたＣ保険組合（現在は、

Ｄ保険組合協会）に照会した結果、「現存する組合及び合併等により承継され

た組合に関する資料等は保存されているが、それ以外については、既に廃棄し

ている。」と回答していることから、当時のＣ保険組合への加盟状況について

確認することができない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 942 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 29年２月から 31年２月まで 

              （Ａ社） 

             ② 昭和 31年２月から同年 11月まで 

              （Ｂ社） 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間を照会したところ、昭和 29 年

２月から 31 年 11 月まで働いたＡ社（事業主等によれば、申立期間当時は

Ｃ社で、その後、Ｄ社に名称変更）及びＢ社における加入記録が無いこと

が分かった。 

高校を卒業して約１年後にＡ社に入社し、父親と一緒に勤務したが、同社

の工場が火事になり退職した。その後すぐにＢ社に就職し、従兄弟と一緒

に勤務した。 

勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が名前を挙げた同僚及び当時の事業主の供述

から判断すると、勤務期間の特定はできないものの、申立人がＣ社に勤務

していたことは推認できる。 

しかしながら、社会保険事務所の記録では、Ａ社は厚生年金保険の適用事

業所としては確認できず、事業主が申立期間当時の事業所名であったとす

るＣ社が初めて厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 32 年８月１日

であり、申立期間においては厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、申立人は父親と一緒に勤務したと供述しているが、社会保険事務所

の記録によれば、申立人の父親についてはＡ社及びＣ社における厚生年金



  

保険被保険者の記録が確認できず、申立期間は厚生年金保険の未加入期間

となっている上、当時の事業主及び申立人が名前を挙げた同僚一人につい

ても、申立期間は厚生年金保険の未加入期間となっており、両人がＣ社に

おける厚生年金保険の被保険者資格を取得した日は、同事業所が初めて厚

生年金保険の適用事業所となった昭和 32 年８月１日であることが確認でき

る。 

さらに、社会保険事務所の記録によれば、Ｃ社は既に厚生年金保険の適用

事業所に該当しなくなっており、当時の資料も残されていないことから、

当時の人事記録等による勤務実態及び事業主による厚生年金保険料控除の

事実について確認することができないものの、当時の事業主は、「会社が

初めて厚生年金保険に加入したのは昭和 32 年８月１日であり、申立期間に

おいて、申立人を厚生年金保険には加入させていない。」と回答している。 

加えて、申立人は「工場が火事になり退職した。」と供述しているところ、

Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となると同時に被保険者資格を取得して

いる同僚は、「会社は自分が入社する前に火事になったことがある。」と

供述していることから、申立人は事業所が厚生年金保険の適用事業所とな

る前に退職したものと考えられ、当該事業所において厚生年金保険の被保

険者であった事情はうかがえない。 

 

 ２ 申立期間②について、社会保険事務所が保管するＢ社の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿により、申立人が同事業所における同僚として名前を挙

げた申立人の従兄弟（故人）の厚生年金保険被保険者記録が確認できるこ

と、及び当該従兄弟の妻の供述から判断すると、勤務期間の特定はできな

いものの、申立人が同事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、社会保険事務所が保管するＢ社の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

一方、同名簿において申立期間における健康保険の整理番号に欠番が無い

ことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

   また、社会保険事務所の記録によれば、Ｂ社は既に厚生年金保険の適用事

業所に該当しなくなっており、当時の事業主の連絡先も確認できないことか

ら、当時の人事記録等による勤務実態及び事業主による厚生年金保険料控除

の事実について確認することができない。 

   さらに、Ｂ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において名前が確認で

きる同僚の一人は、「当時、正社員と臨時職員の二通りの採用形態があり、

臨時職員であれば、失業保険には加入させてもらえるが、厚生年金保険には

加入させてもらえなかった。」と供述していることから、事業主は従業員全

員を一律に厚生年金保険に加入させていなかった可能性がうかがえる。 

   加えて、Ｂ社の社会保険関係の書類を保管し、同社の関連会社と思われる



  

Ｅ社は、「当社は、Ｂ社の社会保険関係の書類をすべて保管していると思う。

現在保管している社会保険関係の書類を全部確認したが、申立人の名前は無

かった。」旨を回答している。 

 

３ このほか、申立人は両申立期間に係る厚生年金保険料を各事業主により

給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持してい

ない上、申立人の両申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として両申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 943 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年２月１日から 12年４月１日まで 

平成７年２月にＡ社に入社したが、３か月程度で勤務先が知らないうち

にＢ社に変わってしまった。12 年に退職するまで、Ａ社及びＢ社において

フルタイムで正社員と同じく勤務してきたが、社会保険事務所で年金記録

を確認すると、その期間の加入記録は無いと言われた。会社の事務手続が

杜撰
ず さ ん

であったため自分の厚生年金保険の加入記録が漏れていると思う。勤

務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間における仕事内容、Ｂ社が設立された経緯等を具体的に

供述していること、申立人はＡ社及びＢ社在籍時の名刺並びに社員旅行時の記

念写真を所持していること、及びＢ社は申立人が両社で勤務していた旨を回答

していることなどから判断すると、勤務期間の特定はできないものの、申立人

が両社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、社会保険庁のオンライン記録によるＡ社及びＢ社の被保険

者縦覧照会回答票及び職歴審査照会回答票では、申立期間において、申立人の

厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。一方、上記両回答票において、

申立期間における健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が

欠落したものとは考え難い。 

また、Ｂ社は、｢申立人には給与を支給しておらず、厚生年金保険料の控除

も納付もしていなかった。｣と文書回答するとともに、同社の担当者は、｢申立

人は、いわゆる業務委託者であり、他の社員と異なり総歩合制で働いていた。

文書で契約書を締結し、その旨の意思も確認していた。｣と供述しており、同



  

社から提出された当該契約書において、申立人が、同社の創業時から現在まで

の代表者で、当時Ａ社の取締役であった者と、同社が申立人に成約手数料を支

払う旨の契約を平成７年３月９日付けで取り交わしていることが確認できる。 

さらに、公共職業安定所の記録によれば、申立人の申立期間における雇用

保険被保険者記録は確認できない。 

加えて、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、この

ほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

なお、申立人について、平成 17 年４月 26 日に社会保険事務所において、

申立期間の全期間を含む複数の期間について、国民年金の第３号特例被保険者

の届出が受け付けられていることが確認できる上、当該届出を行った際に社会

保険事務所に提出された資料の中には、申立期間においてはＢ社に勤務してい

たが、契約社員で、所得が少なく、同社では厚生年金保険も健康保険も加入し

ていなかった旨を記した申立書や、申立期間中の平成９年の所得は「給与所

得」ではなく「営業所得」であったことが確認できる所得証明書が添付されて

いる。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 944 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年ごろから 40 年ごろまでの期間のうち

の１年間程度 

（Ａ社。漢字表記は「Ｂ社」若しくは「Ｃ社」。法

人か個人かについては不明。） 

② 昭和 30年ごろから 40年ごろまでの期間のうちの

１年間程度 

（Ｄ社） 

③ 昭和 30年ごろから 40年ごろまでの期間のうちの

１年間程度 

（Ｅ社） 

④ 昭和 30年ごろから 40年ごろまでの期間のうちの

１年間程度 

（Ｆ社） 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間に

おいて、Ａ社（Ｂ社又はＣ社）、Ｄ社、Ｅ社及びＦ社に、それぞれ１年間

程度勤務した記憶があるが、厚生年金保険被保険者として記録されていな

いことが分かった。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人はＧ市Ｈ区において事業活動を行っていた

「Ａ社」に勤務していたと主張しているものの、当該事業所がＩ社（当

時）の下請事業所であったことのほかは、当該事業所における勤務期間及

び正式名称についての記憶は曖昧
あいまい

である。 



  

また、社会保険事務所の記録では、申立人が勤務地であったと主張するＧ

市及びその周辺地域において、「Ａ社」の名称が用いられた厚生年金保険

の適用事業所が３事業所（Ｊ社、Ｋ社及びＬ社）確認できるものの、いず

れの事業所も申立期間においては適用事業所ではない上、各事業所におい

て厚生年金保険被保険者記録を有する者から聴取したところ、Ｉ社とは業

務上の関連は無かったなどの供述が得られていることから、当該３事業所

が申立てに係る事業所に該当するとは考え難く、申立てに係る事業所を特

定することができない。 

さらに、申立人が記憶する事業所の所在地とは異なるものの、事業所名称

が類似し、申立期間の一部において厚生年金保険の適用事業所であったＭ

社（Ｇ市Ｎ区）についても、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿では、申立人の名前は確認できず、健康保険の整理番号にも欠番は確認

できない。 

 

 ２ 申立期間②について、Ｄ社が保管する人事記録から、申立人が昭和 37 年

４月 23 日から同月 30 日までの期間に、同社に在籍していたことが確認で

きる。 

しかしながら、社会保険事務所が保管するＤ社の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿では、上記在籍期間及び申立期間における申立人の厚生年金保

険の被保険者記録は確認できない。一方、同名簿において上記在籍期間及

び申立期間における健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の

記録が欠落したものとは考え難い。 

また、上記名簿では、申立人が名字を挙げた同僚の被保険者記録を確認

することができない。 

さらに、Ｄ社は、上記のとおり、申立人の在籍は確認できるものの、厚

生年金保険の加入及び厚生年金保険料の控除については、資料が無く、不

明であるとしている。 

 

 ３ 申立期間③について、申立人が勤務地であったと主張する事業所所在地と、

Ｅ社の前身事業所であるＯ社（社会保険庁のオンライン記録での仮名表記

は「Ｐ社」）の社会保険事務所が保管する健康保険厚生年金保険被保険者

名簿に記載された所在地が一致していること、Ｅ社及びＯ社の両事業所に

おいて被保険者記録を有する同僚が同所在地において事業所が事業活動を

行っていた旨を供述していることから判断すると、勤務期間の特定はでき

ないものの、申立人がＥ社もしくはＯ社に勤務していた可能性は認められ

る。 

   しかしながら、社会保険事務所が保管するＥ社及びＯ社の健康保険厚生年

金保険被保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の被保険者記録は確認で



  

きない。一方、同名簿において申立期間における健康保険の整理番号に欠

番が無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

   また、Ｅ社では、申立期間当時の関係資料等は保存していないことから、

申立人の在籍及び厚生年金保険料控除については確認することができない

旨を回答している。 

 

 ４ 申立期間④について、申立人のＦ社の所在地や申立期間当時の勤務形態に

係る記憶が同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により名前が確認で

きた同僚二人の供述内容とほぼ一致しており、申立人が顧客一人について

具体的に供述していることなどから判断すると、勤務期間の特定はできな

いものの、申立人が同社に勤務していた可能性が認められる。 

 しかしながら、社会保険事務所の記録によれば、Ｆ社が初めて厚生年金

保険の適用事業所となったのは昭和 41 年７月１日であり、申立期間におい

ては適用事業所ではない。 

また、Ｆ社では、申立人の在籍は確認できない旨を回答している。 

 

５ このほか、公共職業安定所の記録によれば、申立人について雇用保険被保

険者記録が確認できる昭和 40 年７月 17 日より前には、申立期間における

申立人に係る同被保険者記録は確認できない。 

また、申立人は、申立期間②に係る同僚一人の名前を記憶しているが、そ

の他の事業所に係る同僚の名前を記憶しておらず、申立期間①を除く各事

業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿から名前が確認できた同僚から

は、厚生年金保険の適用に関する供述は得られていない。 

さらに、申立人は全申立期間に係る厚生年金保険料を各事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておら

ず、このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として全申立期間に係る厚生年金保険料を各

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 945 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立入の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46年４月から同年６月まで 

② 昭和 46年７月から 47年３月まで 

昭和 46年４月から同年６月までＡ社に、また、同年７月から 47年３月ま

でＢ社に、それぞれ勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が無い。特

に、Ｂ社においては、46 年９月に労災保険で病院に入院し、その後同年 11

月から同年 12 月までリハビリのために通院していたので、少なくともこの

間は同社に在籍していたはずである。 

調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、一人で運送業務に従事し、同僚はいな

かったとしていることから、同僚から事情を聴取することはできないものの、

勤務状況に関する申立内容から判断すると、申立人が申立期間において、同事

業所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、社会保険事務所が保管するＡ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の被保険者記録は確認できない上、

申立期間における健康保険の整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が

欠落したものとは考え難い。 

また、申立人は、「給与は現金払いであり、給与から引かれているものは

無かった。」と供述している上、当該事業所の現在の事業主から聴取した結果、

「当時の事業主は既に死亡し、詳細は分からないものの、当時見習制度があり、

２か月ぐらいの勤務であれば厚生年金保険などの社会保険には入れてなかった

と思う。」との回答が得られるのみで、当時の人事記録等による勤務実態及び

事業主による厚生年金保険料控除の事実について確認することができない。 



  

申立期間②については、従事していた業務の内容に関する申立人の供述や

申立期間②当時労働者災害補償保険で病院に入院していた運転手がいたことを

記憶しているとの供述が同僚から得られることから判断すると、勤務期間の特

定はできないものの、申立人が同事業所において勤務していたことを推認する

ことができる。 

しかしながら、社会保険事務所が保管するＢ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿では、申立人の被保険者記録は確認できない上、申立期間にお

ける健康保険の整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したもの

とは考え難い。 

また、申立期間②当時、当該事業所に勤務していた同僚（営業、労災事務

を担当）は、「申立人に係る労災保険の請求手続を行った記憶はある。しかし、

当時運転業務に従事する者は短期間で辞める者が多く、勤務期間が短い者はた

ぶん社会保険に加入させていなかった。３か月ぐらいは試用期間であった。」

と供述している。 

さらに、社会保険事務所の記録によれば、Ｂ社は既に厚生年金保険の適用

事業所ではなくなっていることから、当時の人事記録等による勤務実態及び事

業主による厚生年金保険料控除の事実について確認することができない。 

このほか、両申立期間について、申立人に係る雇用保険被保険者記録は確

認できないほか、申立人は厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、申立人の厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 946 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 31年３月 28日から 38年６月９日まで 

社会保険事務所の記録では、Ａ社Ｂ工場における厚生年金保険の被保険

者期間について、脱退手当金が支給済みとされている。 

脱退手当金を受給したことは無いので、脱退手当金の支給記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金が支給決定

されたことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、脱退手当金の支

給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日

から約２か月半後である昭和 38年８月 24日に支給決定がなされているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人とほぼ同時期に当該事業所における厚生年金保険被保険者資

格を取得し、かつ、申立人が被保険者資格を喪失した時期の前後およそ９か月

の間に資格喪失した申立人を含む 23 人について、脱退手当金の支給の有無を

確認した結果、20 人について脱退手当金の支給記録が確認でき、全員が資格

喪失日から５か月以内に脱退手当金の支給決定がなされていることを踏まえる

と、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能

性が高いものと考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 947 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年５月から 61年９月まで 

昭和 40 年５月から 61 年９月までの期間のうち 88 か月において、標準報

酬月額が 2,000 円から５万円少なくなっている。正しい標準報酬月額に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、申立人から提出された昭和 40 年５月、41 年７月から 42

年５月までの期間、44 年 11 月、同年 12 月、45 年２月から同年７月までの期

間、46 年 11 月から 47 年２月までの期間、同年４月から同年８月までの期間、

50 年５月から同年９月までの期間、51 年８月から 52 年７月までの期間、54

年 10 月から 55 年９月までの期間、57 年４月から同年９月までの期間、58 年

４月から同年９月までの期間、59年４月から同年７月までの期間及び 60年 10

月から 61 年９月までの期間の給与明細書上の保険料控除額を基に算定した標

準報酬月額と社会保険庁のオンライン記録の標準報酬月額との相違を比較検討

したところ、社会保険事務所の記録上の標準報酬月額に相当する保険料額を上

回る厚生年金保険料が申立人の給与から控除されていた事実は確認できない。 

また、申立期間のうち、上記以外の期間については、申立人が主張する標

準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

事実を確認できる給与明細書等の資料は無い上、社会保険事務所の記録による

と、申立事業所は既に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、事

業主による厚生年金保険料控除の事実について確認することはできない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間において、その主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認め

ることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 948 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年６月１日から 50年７月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

していた期間のうち、申立期間に係る被保険者記録が無いとの回答があっ

た。 

勤務していたことは事実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、

申立人の被保険者資格取得日は昭和 50 年７月１日となっており、申立期間に

おける申立人の厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

また、公共職業安定所の記録によれば、申立期間における申立人に係る雇

用保険被保険者記録は確認できない。 

さらに、社会保険事務所の記録によれば、当該事業所は既に厚生年金保険

の適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主も死亡により照会するこ

とができない上、同事業所に勤務していた申立人の同僚３人に聴取したところ、

うち一人は、「当時、一般的にかなりの事業所が見習期間を設けていたので、

申立事業所にも見習期間があったのではないか。」、残りの二人は、いずれも、

「申立人が勤務していた記憶はあるが、具体的な入退社時期は不明であり、当

時の厚生年金保険の適用に関する情報については分からない。」と供述してい

ることから、当時の人事記録等による勤務実態及び事業主による厚生年金保険

料控除の事実について確認することができない。 

加えて、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、この

ほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 949 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年９月 16日から 36年９月 30日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

していた申立期間に係る被保険者記録が無いとの回答があった。 

同僚の名前も記憶しており、勤務していたことは事実であるので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ社における同僚として名前を挙げた者６人の厚生年金保険被保

険者記録が、社会保険事務所が保管する同事業所の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿により確認できることから判断すると、勤務期間の特定はできないも

のの、申立人が同事業所に勤務していたことを推認することができる。 

しかしながら、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿では、申立人の厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。

一方、同名簿において申立期間における健康保険の整理番号に欠番が無いこと

から、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

また、当該事業所では、「申立人に係る関係資料等は保存しておらず、申

立ての事実を確認できない。」と回答している上、同事業所に勤務していた申

立人の同僚３人に聴取したところ、うち二人は、いずれも、「申立人が勤務し

ていた記憶はあるが、当時の厚生年金保険の適用に関する情報については分か

らない。私も同事業所における厚生年金保険の被保険者資格取得日は入社日か

ら数年後になっているが、その原因については分からない。」、残りの一人は、

「申立人に係る記憶は無いが、申立期間当時、同事業所は請負で仕事を行って

おり、従業員の増減が激しかったため、現業部門の従業員は日雇健康保険に加

入し、厚生年金保険の適用は受けていなかったと記憶している。」と供述して



  

いることから、当時、同事業所では入社と同時に厚生年金保険被保険者資格を

一律に取得させていなかった事情がうかがえる。 

なお、申立人が同僚として名前を挙げた者６人のうち、３人については、

申立人の申立期間後に当該事業所における厚生年金保険被保険者資格を取得し

ていることが確認できる。 

さらに、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、この

ほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 950 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 42年７月まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

していた申立期間に係る被保険者記録が無いとの回答があった。国民健康

保険及び国民年金に加入した記憶も無く、同社は学校からの紹介で入社し

た事業所であり、厚生年金保険の適用を受けていたと思うので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険被保険者記録から、申立人は、申立期間のうち、昭和 37 年４月１

日から 40年７月 31日まで、Ａ社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、社会保険事務所の記録によれば、当該事業所は平成 11 年３

月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間において厚生年金

保険の適用事業所としての記録は確認できない。 

また、当該事業所では、「申立人が勤務していた記憶はあるが、既に当時

の事業主及びその配偶者は死亡しており、申立人に係る関係資料は保存してい

ない。また、当事業所が厚生年金保険の適用事業所となったのは数年前であっ

たと記憶している。」と回答しており、申立人が名前を挙げた当時の事業主及

びその配偶者については、申立期間における厚生年金保険の被保険者記録は確

認できない上、当時の事業主は、申立期間当時、国民年金に加入していること

が確認できる。 

さらに、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、この

ほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 951 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年４月１日から 34年７月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社からＢ

社に移籍し、同事業所に継続して勤務した期間のうち、申立期間に係る被

保険者記録が無いとの回答があった。 

昭和 30 年４月からＢ社に勤務しており、厚生年金保険料も控除されてい

たので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立内容及び申立人が挙げたＢ社における同僚の供述等から判断

すると、申立期間当時、申立人が同事業所に勤務していたことを推認すること

ができる。 

しかしながら、法人登記簿によれば、当該事業所の設立年月日は昭和 30 年

４月１日となっているものの、社会保険事務所の記録によれば、同事業所は

34 年７月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間における

適用事業所としての記録は確認できない。 

また、社会保険事務所が保管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿では、申立人の被保険者資格取得日は昭和 34 年７月１日となってお

り、申立期間における申立人の厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。

一方、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立人の被保険者資格

喪失日は 30 年４月１日となっている上、社会保険事務所に健康保険証が返納

されたことを示す「証返納済」の記録が確認できる。 

さらに、社会保険事務所の記録によれば、Ｂ社は既に厚生年金保険の適用

事業所に該当しなくなっており、当時の事業主も死亡している上、同事業所に

勤務していた同僚二人に聴取したところ、うち一人は、「申立人と同様にＡ社



  

に入社後、Ｂ社に移籍した。移籍の時期は不明であるが、厚生年金保険料は引

き続き控除されていた。」と供述している一方、残りの一人は、「入社時期は

不明であるが、Ａ社では厚生年金保険に加入させてもらえなかった。その後、

Ｂ社に移籍し、倒産するまで勤務していたが、当時の厚生年金保険料控除につ

いては分からない。」と供述しており、このほか、当時の同僚等の連絡先が不

明であり供述を得ることができないことから、当時の人事記録等による勤務実

態及び事業主による厚生年金保険料控除の事実について確認することができな

い。 

加えて、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、この

ほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 952 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33年２月１日から 35年３月 31日まで 

人事課に勤務し、事業主の友人でもあった親類の紹介により、Ａ社に入社

し、配送業務に従事していた。 

申立期間については、同事業所の在職証明書があるので、厚生年金保険の

被保険者であったと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された在職証明書及び同僚等と一緒に写った写真並びに同

僚等の供述から判断すると、申立人が申立期間において、Ａ社の配送業務に従

事していたと認められる。 

しかしながら、社会保険事務所が保管する同事業所の健康保険厚生年金保

険被保険者名簿の健康保険整理番号（昭和 33 年１月１日資格取得から同年５

月 16日資格取得まで)を調査したものの、申立人の記録は見当たらず、健康保

険整理番号に欠番は無いほか、不自然な点も見られないことから、申立人の記

録が欠落したものとは考え難い。 

また、当時の事業主は既に死亡しており、現在の事業主に照会したところ、

申立てに係る事実を確認できる人事記録や賃金台帳等の資料は保管していない

としており、申立人が申立期間において厚生年金保険料を給与から控除されて

いた事実を確認できる資料や供述を得ることはできない上、申立期間において、

事業主から申立人に係る社会保険事務所への届出の機会は、被保険者資格取得

届、標準報酬月額算定基礎届等、少なくとも４回あったものと考えられるが、

事業主が届出を行っているにもかかわらず、そのいずれの機会においても社会

保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤ることは考え難いことから、事業主

から社会保険事務所への資格取得等の届出は行われていなかったものと考えら



  

れる。 

さらに、複数の同僚等が申立人を記憶しているとしているものの、申立人

の雇用形態や厚生年金保険の適用状況に関しては有力な供述は得られない上、

申立人が配送業務担当の同僚として名前を挙げた者７人の中には同事業所の厚

生年金保険被保険者としての記録が確認できない者が一人いること、同僚二人

が「当該事業所には相当数の非正社員がいた。」と供述していることなどから、

当時、同事業所ではすべての従業員を厚生年金保険に加入させていなかった事

情がうかがえる。 

加えて、申立人は、事業主による厚生年金保険料の控除について、明確な

記憶が無い上、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、このほか、

申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 953 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年５月１日から同年８月１日まで 

昭和 43年５月から 44年２月までＡ社において正社員として勤務し、経理

の仕事をしていたが、厚生年金保険の被保険者資格取得年月日は 43 年８月

１日とされている。 

保存していた当時の職歴のメモに記載されている厚生年金保険被保険者資

格取得年月日及び喪失年月日に間違いは無く、証拠となるので、被保険者

記録を訂正するよう取り計らっていただきたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が昭和 56 年ごろ記載したとする自身の職歴に関するメモから判断す

ると、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたと推認できる。 

しかし、当時の事業主は既に死亡しているため、申立期間当時に同事業所

の厚生年金保険被保険者であった申立期間後の事業主の妻（取締役）に照会し

たところ、「申立てに係る事実を確認できる人事記録や賃金台帳等の資料は保

管していないが、申立期間当時は３か月の試用期間があり、その間は厚生年金

保険に加入させていなかったので、申立人の給与からは保険料を控除しなかっ

たと思う。」と供述している上、照会した同僚 10 人のうち回答があった４人

は、いずれも申立人について明確な記憶は無く、このうちの一人は「３か月程

度の試用期間中は厚生年金保険に加入していなかった。」と回答している。 

また、申立人の雇用保険被保険者記録によれば、昭和 43 年８月１日に資格

を取得し、44 年２月 17 日に離職しており、当該記録は厚生年金保険の被保険

者記録と一致していることが確認できることから、申立期間当時、同事業所に

おいては、試用期間中は厚生年金保険被保険者資格を取得させていなかった事

情がうかがえる。 



  

さらに、事業主による厚生年金保険料の控除について、申立人に明確な記

憶が無い上、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、このほか、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 954 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和 37年３月１日から 39年 11月１日まで 

申立期間において、Ａ社に正社員として勤務し会計機器の販売を担当して

いた。私は、同社の役員であり、厚生年金保険に加入していないはずはな

く、給与から保険料も控除されていたので、申立期間について厚生年金保

険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社における担当業務に関する申立内容及び同僚の供述から判断

すると、期間の特定はできないものの、申立人がＡ社に勤務していたことは推

認できる。 

しかしながら、社会保険庁の記録によると、当該事業所が厚生年金保険の

適用事業所となっていたのは、昭和 38 年 10 月１日から同年 11 月１日までの

期間であり、申立期間のうち、37年３月から 38年９月までの期間及び同年 11

月から 39年 10月までの期間は適用事業所でなかったことが確認でき、当時の

同事業所の事務担当者は、「小さい会社だったので、厚生年金保険に加入する

という状況ではなかった。」と供述している。 

また、申立人が名前を挙げている同僚のうち役員であったとする者につい

ても、当該事業所における厚生年金保険被保険者の記録は確認できないことか

ら、当該事業所では、役職等の何らかの基準により、厚生年金保険の被保険者

資格取得の届出を行っていなかったと推測される。 

さらに、社会保険事務所が保管する当該事業所及びその親会社であったＢ

社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を調査したものの、申立人の氏名は確

認できず、両事業所の健康保険整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録

が欠落したものとは考え難い上、申立人に係る雇用保険の加入記録も確認でき



  

ない。 

加えて、Ｃ法務局及びＣ法務局Ｄ出張所に当該事業所の商業登記簿を請求

したものの、該当事業所は確認できず、当時の事業主の所在も不明である上、

申立人及び同僚の供述から、当該事業所の経理は親会社であるＢ社が行って

いたと推測され、申立人はＢ社の事業主をＡ社の事業主として記憶していた

ことから、Ａ社の事業主の弟であるＢ社の事業主に照会したが、回答は得ら

れない。また、協力が得られた同僚のうち複数の者が申立人を記憶していた

ものの、厚生年金保険の適用状況に関する関連資料や有力な情報は得られず、

当時の勤務実態及び事業主による給与からの厚生年金保険料控除の事実につ

いて確認することができない。 

なお、親会社であるＢ社は、昭和 39 年７月１日にＥ健康保険組合に編入し

ているため、同健康保険組合にも照会したが、当時の記録は既に廃棄されて

いるため、申立人の健康保険被保険者記録は確認できない。 

このほか、申立人は厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、申立人の申立期間

における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情も見

当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 


